
2022 年度 

年金１･･････1 

 

年金１（問題） 

 

【第Ⅰ部】 

 

問題１．（１）～（６）の各問について、各問の指示に従い解答しなさい。      （計 26 点） 

 

（１）確定給付企業年金に関して、次の（ア）～（エ）に適切な語句を入力しなさい。   （4 点） 

 

○確定給付企業年金法並びにこれに基づく政令及び省令について（法令解釈） 

第１ 規約の承認又は基金の設立認可の基準に関する事項 

１ （ 略 ） 

２ 給付の額を減額する場合の取扱い 

(1) 給付の額を減額する場合にあっては、次に掲げる事項について留意すること。 

①～④ （ 略 ） 

⑤ 給付設計の変更日における受給権者等（加入者である受給権者及び加入者であった者

をいう。以下同じ。）の給付の額は、原則として引下げの対象とすべきではなく、仮に

引き下げる場合でも、 （ア） するために真にやむを得ない場合に限り行われるも

のであること。この場合においては次の措置を講じる必要があること。 

ア 事業主、加入者及び受給権者等の三者による協議の場を設けるなど受給権者等の 

 （イ） させる措置を講じること。 

イ 全受給権者等に対し、事前に、給付設計の変更に関する十分な説明と意向確認を行

っていること。 

⑥～⑩ （ 略 ） 

(2) 次のいずれか一の場合に該当するときは、給付の額の減額として取り扱うこと。ただ

し、加入者（受給権者を除く。）の給付設計の変更に際し、①のウに該当する場合は、少

なくとも５年程度は各加入者に当該変更が行われなかったとした場合の最低積立基準額

を保証する経過措置を設けており、かつ、①のア及びイのいずれにも該当しないとき

は、給付の額の減額として取り扱わないものとすること。なお、通常予測給付現価又は

最低積立基準額の計算に用いる基礎率は、給付設計の変更前後で同一のものを用いるこ

ととし、給付の額の算定において、規則第２８条第１項に規定する指標を用いている場

合にあっては、当該指標の直近５年間の実績値の平均値を当該指標の見込みとして用い

て計算するものとすること。 

①  （ウ） によって、次のアからウまでのいずれかに該当する場合 

ア  （ウ） 前後の総通常予測給付現価が減少する場合 

イ 一部の加入者又は受給権者等について、当該者に係る通常予測給付現価が 

 （ウ） によって減少する場合 
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ウ 各加入者又は各受給権者等の最低積立基準額が減少する場合（ （エ） による減

少を含む。） 

②、③ （ 略 ） 

３ （ 略 ） 
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（２）確定拠出年金に関して、次の（ア）～（ク）に適切な語句あるいは数値を入力しなさい。 

                                          （4 点） 

〇確定拠出年金法並びにこれに基づく政令及び省令について（法令解釈） 

第１ 企業型年金規約の承認基準等に関する事項 

１、２ （ 略 ） 

３．企業型年金加入者掛金に関する事項 

(1)～(5) （ 略 ） 

(6) 企業型年金加入者掛金の額及び拠出区分期間の変更に関する取扱いは、以下のとおり

であること。 

①～④ （ 略 ） 

⑤ 令第６条第４号ハ又は確定拠出年金法施行規則（平成 13 年厚生労働省令第 175 号。

以下「施行規則」という。）第４条の２第１号から第３号に掲げる場合は、あらかじ

め、企業型年金規約に定めるときは、加入者から事業主に対する変更の指図は不要で

あること。 

 ただし、企業型年金加入者掛金の額を （ア） を行った場合は、当該加入者に対し

速やかにこれを報告するものであること。 

⑥ 施行規則第４条の２第５号に掲げる場合は、企業型年金加入者がその加入者資格を喪

失することに伴い企業型年金加入者掛金を拠出する場合における企業型年金加入者掛

金の額について、資格を喪失しなかった場合の当該期間を含む拠出に係る期間の拠出

予定額から、当該額を資格を喪失した場合の拠出に係る （イ） に変更する場合で

あること。 

(7) 、(8) （ 略 ） 

４～１１ （ 略 ） 

 

〇個人型年金の拠出限度額（月額） 

個人型年金の拠出限度額（月額）は、期間に応じて以下のとおり。なお、それぞれの場合にお

ける企業型年金の事業主掛金（月額）はカッコ内の金額であるものとし、企業型年金にはマッ

チング拠出は無いものとする。 
 

期間 

個人型年金の拠出限度額（月額） 

企業型年金のみに 
加入している場合 

企業型年金および 
確定給付企業年金に 
加入している場合 

 ～ 2022 年 9 月 
 （ウ）  円 

（20,000 円） 

 （エ）  円 

（10,000 円） 

2022 年 10 月 ～ 2024 年 11 月 
 （オ）  円 

（40,000 円） 

 （カ）  円 

（10,000 円） 

2024 年 12 月 ～   （キ）  円 

（40,000 円） 

 （ク）  円 

（40,000 円（※）） 

（※）確定給付企業年金の他制度掛金相当額を含む。 
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（３）確定給付企業年金に関する次の（ア）～（エ）の文章について、下線  部分を正しい内容に

改めたものを入力しなさい。                           （4 点） 

 

（ア）老齢給付金の受給権者が支給の繰下げを申し出たときに使用する繰下利率は、資格喪失事

由、資格喪失時の年齢、加入者であった期間、加入者であった期間における給与の額、申し

出から年金の支給が開始されるまでの期間における年齢等に基づき合理的に定める必要があ

る。 

 

（イ）ある加入者について、給与比例年金部分と定額年金部分の両方の給付がある制度において、

支給要件の判定に用いる加入者期間がそれぞれの年金部分ごとに異なることは、労働協約等

に定められている場合など特別の事情によるやむを得ない場合を除き認められない。 

 

（ウ）確定給付企業年金法第 4 条第 4 号における加入者となることについての「一定の資格」とし

て「希望する者」を定める場合は、加入者がその資格を喪失することを任意に選択できるも

のではなく、かつ、財政の健全性が確保されるように制度設計上配慮されている必要があ

る。 

 

（エ）脱退一時金を受けるための要件を満たす者（死亡したときを除く）は、規約で定めるところ

により、事業主や企業年金基金に脱退一時金の全部又は一部の支給の繰下げの申し出をする

ことができる。 
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（４）確定拠出年金に関する次の（ア）～（エ）の文章について、下線  部分を正しい内容に改め

たものを入力しなさい。                             （4 点） 

 

（ア）企業型年金を実施する事業主は、企業型年金加入者等のうち 46 歳以上のものに対して退職手

当等の支払いが行われたときは、速やかに、退職手当等の種類等の情報を、企業型記録関連

運営管理機関に通知する必要がある。 

 

（イ）企業型運用関連運営管理機関等は、運用の方法に係る契約の相手方が欠けたことにより提示

運用方法から運用の方法を除外しようとするときは、企業型年金加入者等の 2 分の 1 以上の

同意を得なければならない。 

 

（ウ）企業型年金加入者等による運用の指図は、年 1 回以上、定期的に行い得るものでなければな

らない。 

 

（エ）2022 年（令和 4 年）5 月より、60 歳以上 65 歳未満の厚生年金保険の被保険者は個人型年金

に加入できるようになった。ただし、個人型年金または企業型年金の老齢給付金の受給権を

有する者又はその受給権を有する者であった者、特別支給の老齢厚生年金の受給権を有して

いる者などについては、個人型年金に加入できない。 

  



2022 年度 

年金１･･････6 

 

（５）公的年金に関する次の（ア）、（イ）の文章について、 （ａ） ～ （ｈ） に適切な語句あ

るいは数値を、それぞれの選択肢の中から選択し、記号を入力しなさい。なお、同じ選択肢を複

数回使用してもよい。                              （5 点） 

 

（ア）A さん（40 歳）は、会社勤めの夫の扶養の範囲で今の会社で働いていたが、2022 年（令和 4

年）10 月施行の短時間労働者に対する厚生年金保険等の適用拡大（企業規模要件について

は、従業員数（被保険者数）が常時 （ａ） 人以上から （ｂ） 人以上に拡大）に伴い

厚生年金保険に加入した。A さんが 2022 年（令和 4 年）10 月から起算して 10 年間今の会社

で働いた後に退職した場合の今後の保険料および年金額を整理すると、以下のとおりとな

る。 

・今の会社で働いている期間における厚生年金保険料（本人負担）は、 （ｃ） 円（月

額）となる。 

・年金額については、老齢基礎年金 （ｄ） 円（月額）に加え、老齢厚生年金 （ｅ） 

円（月額）が受け取れるようになる。 

 

なお、解答にあたっては以下を前提とすること。 

・A さんは 20 歳から国民年金に加入（結婚後は第 3 号被保険者として加入）しており、退職

後も 60 歳になるまで引き続き加入するものとする。 

・A さんの 2022 年（令和 4 年）10 月以降の標準報酬月額は 98,000 円で賞与はないものと

し、以降退職まで不変とする。 

・簡単のため、厚生年金保険法第 43 条に定める平均標準報酬額に関する再評価率は

「1.000」とする。 

・保険料率および年金額は 2022 年（令和 4 年）度のものを使用するものとし、百円未満は四

捨五入することとする。 
 

【選択肢】 

（Ａ）50 （Ｂ）51 （Ｃ）100 （Ｄ）101 （Ｅ）300 （Ｆ）301 （Ｇ）500 

（Ｈ）501 （Ｉ）4,200 （Ｊ）5,400 （Ｋ）6,600 （Ｌ）7,800 （Ｍ）9,000 

（Ｎ）10,200 （Ｏ）11,400 （Ｐ）12,600 （Ｑ）64,000 （Ｒ）64,200 

（Ｓ）64,400 （Ｔ）64,600 （Ｕ）64,800 （Ｖ）65,000 （Ｗ）65,200 

（Ｘ）65,400 
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（イ）老齢厚生年金の繰下げ待機中の者が厚生年金保険に加入中の場合は、在職老齢年金で支給停

止された部分は繰下げ増額の対象とならず、繰下げによる増額分は以下のとおりとなる。 

 

（ 繰下げ対象額α ＋  （ｆ）  ）× 増額率β 

 

繰下げ対象額α 受給権発生時点での老齢厚生年金の額×平均支給率γ 

増額率β  （ｇ）  ％×繰下げ月数（ （ｈ）  月を上限とする） 

平均支給率γ 
受給権が発生した月の翌月から繰下げ請求をした月までの各月の支給率

δの平均 

支給率δ １－（各月の在職支給停止額÷受給権発生時点での老齢厚生年金の額） 

 

【選択肢】 

（Ａ）経過的加算額 （Ｂ）加給年金額 （Ｃ）寡婦年金額 （Ｄ）在職支給停止額 

（Ｅ）0.3 （Ｆ）0.4 （Ｇ）0.5 （Ｈ）0.6 （Ｉ）0.7 （Ｊ）60 （Ｋ）120 

（Ｌ）180 
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（６）次の（ア）、（イ）の文章について、 （ａ） ～ （ｅ） に適切な語句あるいは数値を入力

し、 （ｆ） に適切な語句を選択肢の中から選択し、記号を入力しなさい。     （5 点） 

 

（ア）所得税法において、雑所得に関して以下のとおり定められている。 

（雑所得） 

第三十五条 雑所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所

得、山林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得をいう。 

２ 雑所得の金額は、次の各号に掲げる金額の合計額とする。 

一 その年中の公的年金等の収入金額から公的年金等控除額を控除した残額 

二 その年中の雑所得（公的年金等に係るものを除く。）に係る総収入金額から必要経費

を控除した金額 

３ （ 略 ） 

４ 第二項に規定する公的年金等控除額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に

定める金額とする。 

一 その年中の公的年金等の収入金額がないものとして計算した場合における第二条第一

項第三十号（定義）に規定する合計所得金額（次号及び第三号において「公的年金等に

係る雑所得以外の合計所得金額」という。）が千万円以下である場合 次に掲げる金額

の合計額（当該合計額が六十万円に満たない場合には、六十万円） 

イ  （ａ） 万円 

ロ その年中の公的年金等の収入金額から （ｂ） 万円を控除した残額の次に掲げる

場合の区分に応じそれぞれ次に定める金額 

（１）～（４） （ 略 ） 

二、三 （ 略 ） 

 

（イ）小規模企業共済制度の共済金の額に関する説明は以下のとおり。 

・共済金の額は、 （ｃ） と （ｄ） の合計金額となる。 

・ （ｃ） とは、掛金月額、掛金納付月数に応じて、共済事由ごとに小規模企業共済法施

行令で定められている金額である。 

・ （ｃ） の予定利率は、2004 年（平成 16 年）4 月以降、それまでの 2.5％から 

 （ｅ） ％に変更されている。 

・ （ｄ） とは、毎年度の運用収入等に応じて、経済産業大臣が毎年度定める率により算

定される金額である。 

・ （ｄ） の直近 3 年間の支給率は、 （ｆ） となっている。 
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【（ｆ）の選択肢】 

（Ａ） 2020 年度は 0.000％、 2021 年度は 0.328％、 2022 年度は 0.504％ 

（Ｂ） 2020 年度は 0.000％、 2021 年度は 0.504％、 2022 年度は 0.328％ 

（Ｃ） 2020 年度は 0.328％、 2021 年度は 0.000％、 2022 年度は 0.504％ 

（Ｄ） 2020 年度は 0.328％、 2021 年度は 0.504％、 2022 年度は 0.000％ 

（Ｅ） 2020 年度は 0.504％、 2021 年度は 0.000％、 2022 年度は 0.328％ 

（Ｆ） 2020 年度は 0.504％、 2021 年度は 0.328％、 2022 年度は 0.000％ 
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問題２．（１）～（５）の各問について、各問の指示に従い解答しなさい。       （計 24 点） 

 

（１）確定給付企業年金に関し、次の（ア）～（エ）の設問に解答しなさい。       （10 点） 

 

（ア）給付の額に関する事項として、確定給付企業年金法第 32 条において、「加入者期間又は当該

加入者期間における給与の額その他これに類するものに照らし、適正かつ合理的なものとし

て政令で定める方法により算定されたものでなければならず、かつ、特定の者について不当

に差別的なものであってはならない」と定められている。その取扱いについて、制度の目的

が老後の安定的所得の保障であることに鑑み、制度の目的を逸脱するものであってはならな

いこととして『確定給付企業年金法並びにこれに基づく政令及び省令について（法令解釈）』

に例示されているものを 3 つ簡潔に入力しなさい。 

 

（イ）確定給付企業年金法施行規則第 6 条第 1 項第 2 号において、受給権者等の給付の額を減額す

る場合の手続きについて定められているが、受給権者等のうち希望する者に対する「その他

の当該最低積立基準額が確保される措置」として、『確定給付企業年金法並びにこれに基づく

政令及び省令について（法令解釈）』に例示されているものを 3 つ簡潔に入力しなさい。 

 

（ウ）確定給付企業年金法施行規則第 29 条において、キャッシュバランス制度の再評価率について

定められているが、「その他の客観的な指標であって、合理的に予測することが可能なもの」

として、『確定給付企業年金法並びにこれに基づく政令及び省令について（法令解釈）』に例

示されているものを 3 つ簡潔に入力しなさい。 

 

（エ）確定給付企業年金法施行規則第 117 条第 4 項において、企業年金基金が事業及び決算に関す

る報告書を地方厚生局長等に提出する場合、2 以上の事業主が共同して設立する企業年金基金

（※）は、会計監査等の結果を考慮した監事の意見を付けて代議員会に提出し、その議決を

得なければならないことと定められている。 

（※）同規則第 19 条の 2 第 1 号に掲げる要件に該当する企業年金基金及び積立金の額が常時

20 億円を下回る、又は下回ると見込まれる企業年金基金を除く。 

この「積立金の額が常時 20 億円を下回る、又は下回ると見込まれる」こととして、『確定給

付企業年金法並びにこれに基づく政令及び省令について（法令解釈）』に記載されている内容

を簡潔に入力しなさい。 
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（２）確定拠出年金に関し、次の（ア）～（ウ）の設問に解答しなさい。         （6 点） 

 

（ア）確定拠出年金法施行令第 6 条第 2 号において、事業主掛金の額の算定方法等は、特定の者に

ついて不当に差別的なものでないこととされている。また、同条第 4 号において、企業型年

金加入者が掛金を拠出することができることを企業型年金規約に定める場合の要件が定めら

れており、企業型年金加入者掛金の額の決定又は変更の方法は、特定の者について不当に差

別的なものでないこととされている。 

この「不当に差別的なものでないこと」に該当しないものとして『確定拠出年金法並びにこ

れに基づく政令及び省令について（法令解釈）』に例示されているものを 2 つ簡潔に入力しな

さい。 

 

（イ）「確定拠出年金における他制度掛金相当額及び共済掛金相当額の算定に関する省令(令和 3 年厚

生労働省令第 150 号)」において定められている、2024 年（令和 6 年）12 月 1 日前を計算基

準日とする財政計算の結果に基づいて掛金の額を算定する事業主等の確定給付企業年金の加

入者に係る他制度掛金相当額に関する経過措置について簡潔に入力しなさい。なお、リスク

分担型企業年金以外である場合についてのみ入力すること。 

 

（ウ）通知「確定拠出年金における他制度掛金相当額及び共済掛金相当額の算定方法について（令

和 3 年 9 月 1 日年企発第 0901 第 2 号）」において定められている、一部の加入者の確定給付

企業年金の掛金拠出がない場合（※）における、当該加入者に係る他制度掛金相当額の取り

扱いについて簡潔に入力しなさい。 

（※）確定給付企業年金に加入している休職者であって、掛金の拠出を中断する取扱いや一

定の年齢以降を給付の額の算定の基礎としていない等によるもの。 
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（３）公的年金に関し、次の（ア）、（イ）の設問に解答しなさい。            （4 点） 

 

（ア）新型コロナウイルス感染症の影響に伴う休業により著しく報酬が下がった場合における、標

準報酬月額の特例改定のうち、2022（令和 4 年）年 8 月または 2022 年（令和 4 年）9 月に

新たに休業により著しく報酬が下がった者の特例措置の内容および対象者の要件について簡

潔に入力しなさい。 

 

（イ）2022 年（令和 4 年）4 月より実施された加給年金の見直しの内容について簡潔に入力しなさ

い。ただし、経過措置の内容については触れなくて良いものとする。 
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（４）国民年金基金に関し、次の（ア）、（イ）の設問に解答しなさい。          （2 点） 

 

（ア）老齢年金について、給付の型およびその選択方法を簡潔に入力しなさい。 

 

（イ）掛金について、月額の算定方法、上限および払込期間を簡潔に入力しなさい。 
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（５）確定給付企業年金の遺族給付金および確定拠出年金の死亡一時金は、相続税法上みなし相続財

産として相続税の課税対象となることに関し、次の（ア）、（イ）の設問に解答しなさい。（2 点） 

 

（ア）相続人が取得した退職手当金等については、課税価格の計算において一定の非課税限度額が

あるが、その内容について簡潔に入力しなさい。 

 

（イ）相続税の計算では、みなし相続財産等を含む課税対象財産から計算した課税価格に対し、基

礎控除額があるが、その内容について簡潔に入力しなさい。 
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【第Ⅱ部】 

 

問題３．次の（１）～（３）の各問について、各問の指示に従い解答しなさい。      （計 10 点） 

 

Ａ社の退職給付制度等の概要は資料のとおりである。 

Ａ社は運用リスクの軽減等を目的とし、2023 年（令和 5 年）4 月に企業型年金（以下「企業型Ｄ

Ｃ」という。）の導入を検討している。 

 

（資料：Ａ社の退職給付制度等の概要） 
 

①Ａ社の退職給付制度はポイント制を採用しており、確定給付企業年金（以下「ＤＢ」とい

う。）に 100％移行している。 
 

②現在のＡ社のＤＢ制度の概要は以下のとおり。 

予定利率 2.0％ 

給付利率（年金換算率） 

繰下利率 

2.0％ 

 

年金支給期間 10 年確定 

 

支給要件 

 

＜老齢給付金＞ 

加入者期間 20 年以上かつ 60 歳到達 
 

＜脱退一時金＞ 

加入者期間１カ月以上 
 

脱退一時金額 

 

資格喪失時ポイント累計×ポイント単価（1 万円） 

×退職事由別乗率（※） 

 

（注 1）規約型企業年金であり、実施事業所は１事業所のみ。 

（注 2）ポイントは月次ポイントを毎月累積する。 

（注 3）リスク分担型企業年金ではない。 
 

（※）退職事由別乗率 

加入者期間 定年 定年以外 

 ～ 10 年未満 100％ 70％ 

10 年以上 ～ 20 年未満 100％ 80％ 

20 年以上 ～ 30 年未満 100％ 90％ 

30 年以上 ～  100％ 100％ 
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③移換日が属する事業年度の前事業年度の末日の諸数値 

 
 
加入者 

（50 歳未満） 

 
加入者 

（50 歳以上） 

 
年金受給権者 

通常予測給付現価 1,200 百万円 340 百万円 90 百万円 

数理債務 1,000 百万円 260 百万円 90 百万円 

特別掛金収入現価 100 百万円 80 百万円 － 

最低積立基準額 1,050 百万円 265 百万円 95 百万円 

年金資産 1,400 百万円 
 

（注）確定給付企業年金法施行規則第 47 条に定める掛金の額の予想額の現価は零とする。 

 

④移換日前日時点の諸数値 

 
 
加入者 

（50 歳未満） 

 
加入者 

（50 歳以上） 

 
年金受給権者 

年金資産 1,500 百万円 

 

⑤変更日時点の諸数値 

 
 
加入者 

（50 歳未満） 

 
加入者 

（50 歳以上） 

 
年金受給権者 

最低積立基準額 1,100 百万円 270 百万円 95 百万円 
 
（注）制度変更がないものとして計算した額を記載している。 

 

⑥加入者等の構成 

 人数（うち労働組合の組合員） 

加入者 (50 歳未満) 200 人（130 人） 

厚生年金保険の被保険者 (50 歳未満) 250 人（145 人） 

加入者 (50 歳以上) 50 人 （5 人） 

厚生年金保険の被保険者 (50 歳以上) 60 人 （5 人） 

年金受給権者 10 人 
 

（注 1）全員 22 歳で入社し、定年年齢は 60 歳とする。 

（注 2）個人型年金に加入している者はいない。 

（注 3）厚生年金保険の被保険者は、全員が確定拠出年金法に定める第 1 号等厚生年金

被保険者である。 

（注 4）年金受給権者は、これまでに年金原資の一部を一時金として取得していない。 

（注 5）労働組合は 1 つのみ存在する。 
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（１）変更日以降の期間（将来期間）に対して、加入者全員を対象としてＤＢを給付減額し、減額相

当分を企業型ＤＣへ移行する場合について、次の（ア）、（イ）の各問に解答しなさい。 （3 点） 

 

（ア）Ａ社は企業型ＤＣへ移行した後もＤＢと企業型ＤＣを合算した退職事由に応じた退職金額

（一時金額）は、企業型ＤＣの想定利回り（0％に設定）どおりに運用した場合、現行水準か

ら変更したくないと考えている。 

企業型ＤＣへの移行の割合をＤＢの給付の 50％相当分（将来期間部分のみ）とする場合、企

業型ＤＣの事業主掛金やＤＢの給付設計（退職事由別乗率の設定など）について、どのよう

にすればよいか簡潔に入力しなさい。 

なお、企業型ＤＣの掛金は毎月拠出とし、マッチング拠出は行わないものとする。 

 

（イ）上記（ア）の内容の企業型ＤＣへの移行に加えてマッチング拠出を実施する場合、企業型Ｄ

Ｃ移行前と比較した加入者側のメリット・デメリットについて簡潔に入力しなさい。 
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（２）変更日以前の期間（過去期間）を含む全期間に対して、変更日時点で 50 歳未満の加入者のみを

対象としてＤＢを給付減額し、減額相当分を企業型ＤＣへ移行する場合について、次の（ア）、

（イ）の各問に解答しなさい。                          （4 点） 

 

（ア）上記を実施するにあたり、ＤＢ、企業型ＤＣそれぞれに必要な同意の内容について、判定根

拠も含めて簡潔に入力しなさい。なお、労働組合の同意でよいときは労働組合の同意を取得

するものとし、個別同意が必要なときは同意が必要な人数についても入力すること。 

 

（イ）企業型ＤＣへの移行の割合をＤＢの給付の 50％相当分（全期間部分）とする場合、ＤＣ移行

にかかる掛金の一括拠出の要否を判定し、一括拠出が必要なときは一括拠出額を求め、入力

しなさい（百万円未満四捨五入）。 

判定にあたっては、企業型ＤＣへの移行部分にかかる積立金の額の算定方法に関して、確定

給付企業年金法施行規則において定められている方法（※）について、それぞれ一括拠出の

要否を判定することとし、計算過程を入力すること。 

なお、移換時積立金の額の按分に使用する額については、移換日が属する事業年度の前事業

年度の末日の数値を使用するものとする。 

（※）確定給付企業年金法施行規則第 96 条の 2 によって読み替えられた同規則第 87 条の 2

第 1 項第 1 号および第 2 号に定められている全ての方法とする。 
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（３）ＤＢを制度終了し、加入者全員を対象として企業型ＤＣへ移行する場合について、次の（ア）、

（イ）の各問に解答しなさい。                          （3 点） 

 

（ア）上記を実施するにあたり、ＤＢ、企業型ＤＣそれぞれに必要な同意の内容について、判定根

拠も含めて簡潔に入力しなさい。なお、労働組合の同意でよいときは労働組合の同意を取得

するものとし、個別同意が必要なときは同意が必要な人数についても入力すること。 

 

（イ）年金受給権者は、残余財産を分配金として受け取る以外に、どのような受け取り方や他制度

の活用が考えられるか、それぞれの方法について適用される税制や留意点について簡潔に入

力しなさい。 
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問題４．（１）、（２）の各問について、各問の指示に従い解答しなさい。        （計 40 点） 

 

（１）確定給付企業年金法および確定拠出年金法が施行されて、20 年が経過した。いずれも第 1 条に

おいて「国民の高齢期における所得の確保に係る自主的な努力を支援し、もって公的年金の給付

と相まって国民の生活の安定と福祉の向上に寄与すること」が目的として掲げられているが、そ

れぞれの制度の受給権に関連して、次の（ア）、（イ）の各問に解答しなさい。     （20 点） 

 

（ア）確定給付企業年金および確定拠出年金（企業型）の掛金を拠出した事業主への返還につい

て、どのような場合に、どのような額を返還することを規約に定めることができるか、簡潔

に入力しなさい。 

 

（イ）確定給付企業年金（リスク分担型企業年金を除く）と確定拠出年金（企業型）を受給権保護

の観点から比較した上で、受給権をより強化していくためにとるべき方策について所見を入

力しなさい。 

なお、解答にあたっては、現状の法令等に基づいて述べること、あるいは法令等の改正が必

要として述べることのいずれも可能とする。 
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（２）日本国内では長らく低金利状態が続いてきたが、足下の金利情勢は徐々に上昇局面に入り、今

後もこの傾向が続くとの見方がある。また、物価情勢についても、円安の進行やエネルギー価格

高騰の影響等により、上昇基調にあるとの見方がある。 

上記に関して、次の（ア）、（イ）の各問に解答しなさい。              （20 点） 

 

（ア）2022 年度（令和 4 年度）の公的年金制度における年金額は、新規裁定年金・既裁定年金とも

に 2021 年度（令和 3 年度）比で▲0.4％となった（※）。仮に 2023 年度（令和 5 年度）の年

金額算定に用いる物価変動率が 2.0％、それ以外の参考指標が 2022 年度（令和 4 年度）と同

値であったとした場合、新規裁定年金・既裁定年金の 2023 年度（令和 5 年度）の年金額

（2022 年度（令和 4 年度）比の上昇率または減少率）について、年金額の改定ルールに触れ

た上で簡潔に入力しなさい。 
 

（※）2022 年度（令和 4 年度）の参考指標 

物価変動率 ▲0.2％ 

名目手取り賃金変動率 ▲0.4％ 

マクロ経済スライドによるスライド調整率 ▲0.3％ 

 

（イ）金利および物価が上昇局面を迎えた場合における、現状の年金制度の給付額や制度設計の観

点から想定される問題点の有無を入力しなさい。問題点が有ると考える場合には、そのよう

に考える理由を述べたうえで、どのような方策を講じるべきかに関して、具体的な内容とそ

の理由について所見を入力しなさい。逆に、問題点は無いと考える場合には、そのように考

える理由について所見を入力しなさい。 

なお、解答にあたっては、企業年金制度について述べること、あるいは公的年金制度および

企業年金制度について述べることのいずれも可能とし、現状の法令等に基づいて述べるこ

と、あるいは法令等の改正が必要として述べることのいずれも可能とする。 

 

以上 
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年金１（解答例） 

 

第 2 次試験である「年金 1」はアクチュアリーとしての実務を行う上で必要な専門的知識および問題

解決能力を有するかどうかを判定することを目的としています。  

第Ⅰ部は、アクチュアリーとしての実務を行う上で必要な専門的知識を有するかどうかを判定する問

題となります。教科書や参考書だけでなく、関連諸法令・通知等および関連実務基準等を適宜参照し、

しっかりと勉強して試験に臨んでください。 

第Ⅱ部は、アクチュアリーとしての実務を行う上で必要な専門的知識に加えて問題解決能力を有する

かどうかを判定する問題となります。単なる事実の羅列だけでなく、問題解決に関する所見をきちん

と述べることができるように準備して、試験に臨んでください。 

 

【第Ⅰ部】 

 

問題１． 

 

（１） 

(ア) 確定給付企業年金を存続 (イ) 意向を十分に反映 

(ウ) 給付設計の変更 (エ) 最低保全給付の計算方法の変更 

 

（２） 

(ア) 指図なしに変更 (イ) 期間の月数で按分した額 

(ウ) 20,000 (エ) 12,000 

(オ) 15,000 (カ) 12,000 

(キ) 15,000 (ク) 15,000 

(ウ)と(エ)と(オ)は完答 1 点、(カ)と(キ)と(ク)は完答 1 点 

（３） 

(ア) 
資格喪失事由、資格喪失時の年齢、労働協約等に定める職種等、加入者であった期間、 
申し出から年金の支給が開始されるまでの期間における年齢等 

(イ) 他制度から権利義務を承継した場合 

(ウ) 将来にわたって安定的な加入者数 

(エ) その使用される事業所又は船舶が、実施事業所でなくなったとき 
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（４） 

(ア) 
企業型年金加入者等又は企業型年金加入者等であった者（企業型年金に個人別管理資
産がある者に限る。）のうち、41 歳以上のもの 

(イ) 企業型年金加入者等の同意を得る必要はない 

(ウ) 少なくとも 3 月に 1 回 

(エ) 
個人型年金の老齢給付金の受給権を有する者又はその受給権を有する者であった者、
特別支給の老齢厚生年金の支給繰上げを請求した者 

 

（５） 

(ア) 

（ａ） H 

（ｂ） D 

（ｃ） M 

（ｄ） U 

（ｅ） J 

(イ) 

（ｆ） A 

（ｇ） I 

（ｈ） K 

（ａ）と（ｂ）は完答 1 点、（ｆ）と（ｇ）と（ｈ）は完答 1 点 

 

（６） 

(ア) 

（ａ） 四十 

（ｂ） 五十 

(イ) 

（ｃ） 基本共済金 

（ｄ） 付加共済金 

（ｅ） 1.0 

（ｆ） A 

（ｅ）と（ｆ）は完答 1 点 
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問題２． 

 

（１）以下の内容が簡潔に書かれていればよい。 

 

(ア) 

①資格喪失事由や資格喪失時の年齢等により給付の額に格差を設ける場合において、給付の額の

格差が過大であること 

②上記の場合において、早期に脱退した者の給付の額の方が有利であること 

③給付の額の算定方法に確定給付企業年金法施行規則第 25 条第 2 号の方法に基づく上限の設定

が含まれている場合において、早期に脱退した者の給付の額の方が有利であること 

 

(イ) 

①規約の変更による給付の額の減額がないものとして算定した最低積立基準額を一時金として支

給する措置に加えて、次の a 又は b その他の給付の額の減額がないものとして合理的に算定し

た額を一時金として支給する選択肢を追加する方法。 

a 規約の変更による給付の額の減額がないものとして、確定給付企業年金法施行規則第 26 条第

3 項に規定する予定利率及び予定死亡率により算定される給付に要する費用の予想額の現価

に相当する額（以下「通常予測給付現価相当額」という。） 

b 規約の変更による給付の額の減額がないものとして、規約の定めるところにより算定される

一時金として支給する老齢給付金の額（以下「選択一時金の額」という。） 

②規約の変更による給付の額の減額がないものとして算定した最低積立基準額から当該規約の変

更による給付に相当する最低積立基準額を控除した額を一時金として支給し、かつ、当該規約

の変更による給付を支給する方法。 

③前記②の措置に加えて、前記②中「最低積立基準額」を「通常予測給付現価相当額又は選択一時

金の額その他合理的に算定した一時金の額」と読み替えて適用する選択肢を追加する方法。 

 

(ウ) 

①総務省において作成する年平均の全国消費者物価指数 

②厚生労働省において作成する年平均の賃金指数 

③確定給付企業年金法施行規則第 80 条第 3 項第 1 号又は第 2 号に掲げる有価証券指標 

 

(エ) 

次の①又は②のいずれかに該当することであること。 

①直近 3 カ年の決算のうち少なくとも 2 カ年において、積立金（純資産）の額が 20 億円未満であ

ること。 

②直近 3 カ年の決算のうち少なくとも 2 カ年において、責任準備金の額又は最低積立基準額のい

ずれか低い額が 20 億円未満であること。 
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（２）以下の内容が簡潔に書かれていればよい。 

 

(ア) 

①一定の資格（職種・勤続期間・年齢）を設けて、企業型年金加入者掛金の額又は拠出区分期間の

決定又は変更方法等に差を付けること。 

②事業主返還において、企業型年金加入者掛金の拠出があるにもかかわらず企業型年金加入者で

あった者への返還額が零であること。 

 

(イ) 

直近の財政計算の計算基準日における当該財政計算の結果に基づく標準掛金額を当該財政計算

の計算基準日における加入者の数で除した額を 1 月当たりの額に換算した額とすることができ

る。 

 

(ウ) 

掛金拠出や給付の額の算定の基礎の取扱いにかかわらず、確定給付企業年金の加入者である以

上、当該確定給付企業年金の他の加入者と同じ金額を設定する必要がある。 

 

（３）以下の内容が簡潔に書かれていればよい。 

 

(ア) 

＜特例措置の内容＞ 

事業主から届出があった場合に、休業により報酬が著しく低下した月に受けた報酬の総額を報

酬月額として算定し、翌月から標準報酬月額を改定できる取扱いとするもの。 

＜対象者の要件＞ 

以下の要件をすべて満たしていること。 

ア．新型コロナウイルス感染症の影響による休業があったことにより、令和 4 年 8 月または

令和 4 年 9 月の報酬が著しく下がった者 

イ．著しく報酬が下がった月に支払われた報酬の総額（1 か月分）が、既に設定されている標

準報酬月額に比べて 2 等級以上下がった者 

ウ．本特例措置による改定内容に書面により同意している者 

 

(イ) 

加給年金の加算対象となる配偶者が、被保険者期間が 20 年（中高齢者等の特例に該当する方を

含む）以上ある老齢、退職を支給事由とする年金の受給権を有する場合、配偶者に対する給付が

全額支給停止されているときには、加給年金が支給されることとなっていたが、見直しにより

加給年金が支給停止されることとなった。 
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（４）以下の内容が簡潔に書かれていればよい。 

 

(ア) 

＜給付の型＞ 

終身年金の A 型・B 型と、確定年金のⅠ型・Ⅱ型・Ⅲ型・Ⅳ型・Ⅴ型の 7 種類がある。 

＜選択方法＞ 

1 口目は終身年金 A 型・B 型のいずれかを選択し、2 口目以降は、終身年金 A 型・B 型、確定

年金Ⅰ型・Ⅱ型・Ⅲ型・Ⅳ型・Ⅴ型の 7 種類の中から自由に組み合わせて選択できる。 

ただし、2 口目以降の選択に当たっては、確定年金の年金額が終身年金の年金額（1 口目を含め

た額）を超えるような選択はできない。 

 

(イ) 

＜月額の算定方法＞ 

掛金の月額は、加入時年齢・性別・選択した給付の型と加入口数に応じて決まり、加入時年齢・

性別・給付の型ごとに 1 口あたりの掛金月額を定めた掛金月額表により掛金が算定される。 

＜上限＞ 

掛金の上限は、月額 68,000 円であり、個人型年金にも加入している場合は、その掛金と合わせ

て月額 68,000 円となる。 

＜払込期間＞ 

掛金の払込期間は、加入時から 60 歳に達する日の属する月（60 歳以上で加入した場合は 65 歳

に達する日の属する月または国民年金の任意加入被保険者資格の喪失予定年月）の前月まで。 

 

（５）以下の内容が簡潔に書かれていればよい。 

 

(ア) 

非課税限度額は、以下の金額となる。 

500 万円×法定相続人の数 

 

(イ) 

基礎控除額は、以下の金額となる。 

3,000 万円＋600 万円×法定相続人の数 



2022 年度 

年金１･･････6 

 

【第Ⅱ部】 

 

問題３． 

以下に挙げた答案例以外の観点からの記述が考えられるため、あくまで合格レベルの一答案例として

参考にされたい。（必ずしも解答例の内容を全て挙げる必要はない） 

 

（１） 

 

(ア) 

企業型ＤＣは退職事由別に給付水準を設定できないことから、以下のような設計を考えればよ

い。 

【企業型ＤＣ制度】 

・事業主掛金（月額）：月次ポイント×ポイント単価（1 万円）×50％ 

ただし月額の上限は 27,500 円であり、超える部分はＤＢ制度から給付を行う。 

なお、給付水準にかかわらず、2024 年 12 月以降もＤＢ制度も含めて設計の変更等を行わな

ければ上記の事業主掛金を継続可能。 

 

【ＤＢ制度】 

・退職事由別乗率 

過去期間部分：現行の退職事由別乗率から変更なし 

将来期間部分：現行の退職事由別乗率から以下のとおり一律 50％を控除した乗率とする 
 

加入者期間 定年 定年以外 

 ～ 10 年未満 50％ 20％ 

10 年以上 ～ 20 年未満 50％ 30％ 

20 年以上 ～ 30 年未満 50％ 40％ 

30 年以上 ～  50％ 50％ 
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(イ) 

＜メリット＞ 

・想定利回り（0％）以上の運用実績を確保できれば、現在のＤＢ制度より退職金額を増やすこ

とができる。 

・マッチング拠出を行うことにより以下が可能となる。なお iDeCo への加入でも以下は可能と

なるが、その場合は加入者本人が iDeCo にかかる各種手数料を負担することになる。 

小規模企業共済等掛金控除の税制メリットを享受できる 

退職金額の積増しができる 

 

＜デメリット＞ 

・企業型ＤＣへの移行時に 50 歳以上の人は、通算加入者等期間が 10 年に満たないため、企業

型ＤＣの老齢給付金の支給時期が 60 歳超となってしまう。 

・想定利回り（0％）未満の運用実績の場合、現在のＤＢ制度より退職金額が減額となる。 

・既に iDeCo に加入している者については、企業型ＤＣへの移行に伴い拠出限度額が減る場合

がある。（2024 年 12 月以降は、他制度掛金相当額も含めて拠出限度額が決定される点にも留

意が必要。） 
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（２） 

 

(ア) 

【ＤＢ制度】 

＜規約変更にかかる同意＞ 

①厚生年金保険の被保険者の過半数を代表する者の同意 

（判定根拠） 

組合員は 150 人であり、厚生年金保険の被保険者（310 人）の過半数で組織する労働組合

がないため、過半数を代表する者の同意が必要。 

 

＜給付減額にかかる同意＞ 

①労働組合の同意 

（判定根拠） 

給付減額となる 50 歳未満の加入者（200 人）のうち組合員は 130 人であり、給付減額対

象者の三分の一以上で組織する労働組合があるため、労働組合の同意が必要。 

②給付減額となる 50 歳未満の加入者（200 人）のうち三分の二以上（134 人以上）の個別同意 

（判定根拠） 

給付減額となる 50 歳未満の加入者（200 人）のうち組合員は 130 人であり、給付減額対

象者の三分の二以上で組織する労働組合がなく、労働組合の同意に代えることはできない

ため、個別同意が必要。 

 

＜年金資産の移換にかかる同意＞ 

①実施事業所の事業主の同意 

②移換対象者（50 歳未満の加入者（200 人））のうち二分の一以上（100 人以上）の個別同意 

③非移換対象者（50 歳以上の加入者（50 人））のうち二分の一以上（25 人以上）の個別同意 

 

【企業型ＤＣ制度】 

＜規約承認にかかる同意＞ 

①第一号等厚生年金被保険者の過半数を代表する者の同意 

（判定根拠） 

組合員は 150 人であり、第一号等厚生年金被保険者（310 人）の過半数で組織する労働組

合がないため、過半数を代表する者の同意が必要。 
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(イ) 

企業型ＤＣへの移換相当額は 550 百万円（移換対象者（50 歳未満の加入者）の変更日時点の最

低積立基準額 1,100 百万円の 50％相当額）。 

企業型ＤＣへの移換にかかる分の積立金は、確定給付企業年金法施行規則第 96 条の 2 によって

読み替えられた同規則第 87 条の 2 第 1 項第 1 号および第 2 号に定められている方法より以下

のとおり算定した額となる。 

 

＜確定給付企業年金法施行規則第 87 条の 2 第 1 項第 1 号に定められた方法＞ 

移換日前日時点の年金資産 1,500 百万円を以下の方法で按分した額となる。 

①「通常予測給付現価」に応じて按分する方法 

1,500 × 1,200 × 50％ ÷ 1,630 = 552百万円 

②「数理債務」に応じて按分する方法 

1,500 × 1,000 × 50％ ÷ 1,350 = 556百万円 

③「数理債務 － 特別掛金収入現価」に応じて按分する方法 

1,500 × 900 × 50％ ÷ 1,170 = 577百万円 

④「最低積立基準額」に応じて按分する方法 

1,500 × 1,050 × 50％ ÷ 1,410 = 559百万円 

 

＜確定給付企業年金法施行規則第 87 条の 2 第 1 項第 2 号に定められた方法＞ 

当該方法は、移換日前日時点の年金資産1,500百万円が、上記①から④の算定に用いる額を下

回る場合に限られるが、該当するのは上記①の方法のみである。 

したがって、移換日前日時点の年金資産1,500百万円から年金受給権者に係る部分の額を控除

した額を以下の方法で按分した額となる。 

⑤加入者に係る「通常予測給付現価」に応じて按分する方法 

（1,500 － 90 ）× 1,200 × 50％ ÷ 1,540 = 549百万円 

 

上記①から④の方法による企業型ＤＣへの移換にかかる分の積立金の額は、企業型ＤＣへの移

換相当額を上回るため、一括拠出は不要である。 

一方で、上記⑤の方法による企業型ＤＣへの移換にかかる分の積立金の額は、企業型ＤＣへの

移換相当額を下回るため、一括拠出が必要である。 

一括拠出額は、550百万円 － 549百万円 ＝ 1百万円となる。 
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（３） 

 

(ア) 

【ＤＢ制度】 

＜制度終了にかかる同意＞ 

①厚生年金保険の被保険者の過半数を代表する者の同意 

（判定根拠） 

組合員は 150 人であり、厚生年金保険の被保険者（310 人）の過半数で組織する労働組合

がないため、過半数を代表する者の同意が必要。 

 

【企業型ＤＣ制度】 

＜規約承認にかかる同意＞ 

①第一号等厚生年金被保険者の過半数を代表する者の同意 

（判定根拠） 

組合員は 150 人であり、第一号等厚生年金被保険者（310 人）の過半数で組織する労働組

合がないため、過半数を代表する者の同意が必要。 

 

(イ) 

年金受給権者が残余財産を分配金として受け取る以外の主な方法は以下のとおり。 

①制度終了前に選択一時金を受け取る 

（税制・留意点等） 

・退職所得控除が適用される。 

・年金給付利率による加算が得られなくなる。 

・制度終了日時点の積立状況に関係なく、受け取り額が確定する。 

 

②企業年金連合会へ移換する 

（税制・留意点等） 

・雑所得となり公的年金等控除が適用される。 

・公的年金と同じ支給開始年齢となり、終身年金となるため一回あたりの受取額は少額とな

る場合がある。 

・移換時に手数料が発生する。 

 

③個人型年金へ移換する 

（税制・留意点等） 

・老齢給付金（年金）で受け取った場合は、雑所得となり公的年金等控除が適用される。 

・移換可能な者は個人型年金の加入者に限られる。 

・移換時や移換後の口座管理等に手数料が発生する（金額は運営管理機関ごとに異なる）。 
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問題４． 

（１） 

 

(ア) 

【確定給付企業年金】 

支払終了企業年金における残余財産について、返還することを定めることができる。 

 

【確定拠出年金（企業型）】 

企業型年金加入者が資格を喪失した日において実施事業所に使用された期間が三年未満である

場合において、事業主が拠出した事業主掛金の額または個人別管理資産額のいずれか少ない額

の全部または一部を返還することを定めることができる。ただし、障害給付金の受給権者等、返

還の対象とできない場合がある。 

 

(イ) 解答例 

下記答案例は幅広く論点を記載しており、その全てを求めるものではなく、構成も一例に過

ぎない。その他にも多くの観点からの記述が考えられるため、あくまで参考としてほしい。（以

下、確定給付企業年金（リスク分担型企業年金を除く）をＤＢ、確定拠出年金（企業型）をＤＣ

と表記する。） 

 

受給権とは、退職給付制度から給付を受けることのできる権利を意味するが、概ね次の３つ

の段階があると考えられる。 

①加入者について、将来の勤務を条件に将来期間に係る退職給付を受け取ることができると

いう期待権 

②加入者について、過去の勤務に対する退職給付（未確定）を受け取ることができるという既

得権 

③受給権者等について、退職までの勤務に対する確定した退職給付を受け取ることができる

という既得権 

上記のうち、③は原則没収不能な権利だが、①、②は必ずしも確定した権利ではない。 

退職給付には、主に、功労報奨説、後払い賃金説、老後所得保障説の 3 つの位置づけがあり、

功労報奨的な観点からは、場合によって給付削減もありうるが、後払い賃金説に立つならば、在

職中に確定的な受給権付与（べスティング）がなされるべきという見方もある。 

ＤＢにおいては、受給権保護のため、減額の理由要件・手続要件や終了（解散）の同意要件を

設けるとともに、財政検証を通じた積立義務により、当該受給権の裏付けとなる積立金を確保

する仕組みを設けている。減額の理由要件は、リスク分担型企業年金に関わる場合を除けば、

「A：労働協約等の変更に基づき給付設計を見直す必要がある場合」、「B：実施事業所の経営状

況の悪化または掛金の額の大幅な上昇によって事業主の掛金拠出が困難になると見込まれる場

合」、「C：統合・合併・権利義務承継にあたり給付の額を減額することにつきやむを得ない事由

がある場合」、「D：ＤＣ移行する場合」であり、受給権者等の減額は B に限られる。減額の手続

要件は、加入者については「加入者の三分の一以上で組織する労働組合があるときは、当該労働
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組合の同意」および「加入者の三分の二以上の同意（加入者の三分の二以上で組織する労働組合

があるときは、当該労働組合の同意で代替可能）」であり、受給権者等については「受給権者等

の三分の二以上の同意」および「受給権者等のうち希望する者に対し、減額前の最低積立基準額

を一時金として支給することその他の当該最低積立基準額が確保される措置を講じていること

（受給権者等の全部が給付の額の減額に係る規約の変更に同意する場合を除く）」である。なお、

減額対象者が一部に限られる場合にあっては、上記の加入者・受給権者等は減額対象者を指す

ものとし、また、実施事業所が二以上であるときは、各実施事業所について同意を得なければな

らない。規約型企業年金の終了の同意要件は、厚生年金保険の被保険者の過半数で組織する労

働組合があるときは当該労働組合、ないときは当該厚生年金保険の被保険者の過半数代表者の

同意（実施事業所が二以上であるときは、各実施事業所について同意が必要）であり、基金の解

散の同意要件は、代議員会における代議員の定数の四分の三以上の多数による議決、または基

金の事業の継続が不可能となったときとされている。 

しかし、問題点として、「将来分(①)」「過去分(②、③)」といった明確な区分がなく、希望す

る受給権者に減額前の最低積立基準額を保証する措置を設けているものの、基本的には労使合

意によって将来分、過去分問わず減額が可能となっていることが挙げられる。また、同じ過去分

の受給権である②、③について、③のほうが厳格であるという不公平感がある。 

他方、ＤＣにおいては、個人別管理資産は、前問(ア)のとおり、限られた場合を除いて事業主

へは返還されず、「過去分(②、③)」については基本的には保護されていると考えられる。ただ

し、運用リスクは加入者が負っており、運用利回りが想定利回りを下回ったり、元本割れする可

能性がある。また、将来の事業主掛金が減額される可能性がある。 

 

ＤＣとの平仄も踏まえ、ＤＢにおいても、加入者の過去分である②に係る減額については、受

給権者(③)と同様の理由要件および手続要件を設け、希望者には減額分の最低積立基準額等を支

給する措置を講じることが妥当と考える。この厳格化により、財政困窮時に過去分減額による

対応が困難になり、年金制度の持続可能性を阻害するという問題が生じるが、「将来分(①)」の

減額要件緩和を併せて行うことが考えられる。 

すなわち、事業主の経営状況悪化を理由とする場合には、手続要件を制度終了（解散）の同意

要件と同程度のものに緩和することで、年金財政や事業主の経営状況の悪化に対し、より柔軟

に対応できるようにし、同時に、安易に制度終了（解散）が選択されることを防ぐことができる

と考えられる。 

「将来分(①)」については、今後の自助努力も可能で、経済環境や企業業績の好転時には給付

増額の可能性もあり、過去分と異なった扱いをすることに一定の合理性があると考えられる。 

さらに、ＤＢの「過去分(②、③)」の受給権強化の観点から、倒産による制度終了時等におけ

る支払保証制度の導入も検討してはどうか。ただし、モラルハザードの問題や、倒産リスクの小

さい企業から大きい企業への所得移転発生の問題もあり、慎重な検討を要する。 

 

また、最低積立基準額の算定にあたり、最低保全給付の計算方法として、基準日で加入者の資

格を喪失した場合の給付額に「加入者の年齢に応じて定めた率」を乗ずる方法が認められてい

るが、当該率は「加入者の年齢を増すごとに減少するものではないこと」という制約はあるが、
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当該率の設定次第では最低積立基準額が低く抑えられてしまうことになるため、現状よりも厳

しい制約を設ける必要があると考える。 

 

ＤＢ・ＤＣいずれも、受給権強化のためには、給付財源を確保することが重要である。ＤＢに

おいては財政上の不足を生じにくくすること、ＤＣにおいては運用利回りが想定利回りを下回

らないようにすることが必要である。 

ＤＢについては、予定利率を運用方針と整合的に設定して利差損を生じにくくすることや、

事業主に資金的な余裕があるときにリスク対応掛金を拠出することが有効である。また、資産

運用委員会を設置し、運用の基本方針策定等に加入者を参加させることが考えられる。給付設

計は、不足が生じづらい制度にすることが望ましいが、ある程度確定した給付を得られること

がＤＢの魅力と思えば、兼ね合いは難しい。 

ＤＣについては、まず、投資教育を強化することが重要である。加えて、信託報酬等のコスト

が低廉の運用商品をラインナップに入れることや、想定利回りを低めに設定（事業主掛金を多

めに拠出）することなどが考えられる。 

なお、ＤＢ・ＤＣは企業の退職給付制度の一部分であることが多いため、ＤＢ・ＤＣのみにお

いて受給権保護を図ったとしても、その他の退職給付や給与面で調整されては意味がない。労

働法制全体で整合的となるよう整備していく必要があると考える。 
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（２） 

 

(ア) 

年金額の改定は、名目手取り賃金変動率がマイナスで、物価変動率がプラスの場合、新規裁定

年金、既裁定年金ともに名目手取り賃金変動率を用いることとなっている。このため、令和 5 年

度年金額は、問題文に記載の前提に基づくと、新規裁定年金・既裁定年金ともに、名目手取り賃

金変動率（▲0.4％）に従い改定されることとなる。 

なお、賃金や物価による改定率がマイナスの場合には、マクロ経済スライドによる調整は行

わないことになっているため、令和 5 年度の年金額改定では、問題文に記載の前提に基づくと、

マクロ経済スライドによる調整は行われず、未調整分（▲0.3％）は翌年度以降に繰り越される

こととなる。 

 

(イ) 解答例 

下記答案例は幅広く論点を記載しており、その全てを求めるものではなく、構成も一例に過

ぎない。その他にも多くの観点からの記述が考えられるため、あくまで参考としてほしい。（以

下、確定給付企業年金をＤＢ、確定拠出年金（企業型）をＤＣと表記する。） 

 

金利および物価情勢については、長らく低位で推移してきたものの、昨今はこれまでと異な

り上昇基調に入りつつあるとの見方がある。ＤＢ、ＤＣおよび公的年金のそれぞれにおいて、給

付額・年金額が金利や物価に連動させることができる仕組みが一定程度こそあるものの、これ

までの社会経済情勢から本格的な議論・検討をされてこなかったケースが多いと考えられ、問

題・課題があるものと考える。以下、ＤＢを中心に具体的な論点を交え内容・理由・方策につい

て考える。 

 

①ＤＢ制度について 

＜掛金算定に用いる予定利率への影響＞ 

金利上昇局面においては下限予定利率が上昇することが想定され、予定利率を低めに設

定しているＤＢ制度では予定利率の引き上げが必要となることも考えられる。例えば、閉

鎖型の制度やＤＢ制度の持続可能性の強化などを目的とした予定利率の引き下げと低リス

ク運用への移行を実施している制度も一定程度存在するが、これらのＤＢ制度にとっては

意図しない予定利率の引き上げによって運用リスクを引き上げなければならない事態とな

る可能性がある。また、他制度掛金相当額にも影響が及ぶこととなるが、これはＤＢの給付

水準を踏まえてＤＣ掛金の上限を決定するという趣旨に照らすと本意ではない。 

そこで、下限予定利率の定義を変更し、「過去に適用された下限予定利率（現行定義）の

最低値」とすることとしてはどうか。同じ制度・運営（運用）であっても年度によって取り

得る下限予定利率が異なるといったことがなくなり、また、過度に低い予定利率が採用さ

れることもないため、一定の合理性があるものと考える。 
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＜給付利率と市場金利の関係＞ 

給付利率よりも市場金利が高くなった場合、受給中の受給者含め一時金選択をする者が

増加することが想定される。一時金選択そのものが否定されるものではないが、一方でＤ

Ｂ制度は「公的年金の給付と相まって国民の生活の安定と福祉の向上に寄与する」ことが

目的であり、年金給付の方がより恩恵がある状況にあることが望ましい。例えば給付利率

の引き上げを検討する、給付利率を金利（国債の利回り）に連動させた設計にすることを検

討するなどといった対応が考えられる。ただし、財政運営上、後発債務が発生する可能性が

あることに留意が必要である。 

 

＜物価変動の織り込み＞ 

ＤＢ制度については、加入から年金支給開始までで 40 年ほど、年金支給終了まで見ると

さらに 10 年前後と相当に長く制度に属することとなるため、その間の物価変動水準によっ

てはＤＢの給付額の実質的な価値が大きく目減りしてしまう可能性がある。したがって、

物価変動が考慮された給付設計となっていることが望ましいと考える。 

具体的な対応策を現行の法令制約の中で考えると、給付額算定基礎を物価の動きに合わ

せ定期的に見直すということが考えられる。ただ、この場合は給付改善の度に後発債務が

発生することや、逆に物価が下がる度に給付減額の手続きを踏むのは現実的には難しいこ

となどが課題として挙げられる。また、給付額算定の再評価率に消費者物価指数を用いる

ことも考えられるが、ＤＢ制度は公的年金と異なり事前積立方式を採用しているため、再

評価率に消費者物価指数を用いたとしても、物価上昇局面を前提としたとき、「加入中の物

価＜給付時点の物価」となり、必ずしも給付時点の物価に見合う給付水準（年金額）になら

ない可能性がある。 

そこで、法令の改正を視野に入れた対応策として、例えば、現行法令上の給付算定式に加

入期間中と給付時点の物価変動率を乗じることを可能としてはどうか。実務的には適正な

年金数理への織り込み方を検討する必要があるが（物価変動率を高く見込むと財政上は剰

余体質となるが事業主の負担増、逆に低く見込むと財政上不足が生じた際に給付水準引下

げなど加入者にしわ寄せがいく可能性あり）、給付時点の物価に見合う給付水準（年金額）

とすることが可能となり、また、予め給付設計の一部に組み込むことで先述の課題にも対

応できるものと考える。 

設計・法令面は整備をしておきつつ財政余力のある企業は現行の法令制約の中で可能な

対応を随時行う、あるいは物価変動率を考慮した給付算定式の導入を検討し、そうでない

企業は後述の公的年金にその機能を一任するといったことが良いのではないかと考える。 

 

＜最低積立基準額への影響＞ 

金利上昇による最低積立基準額用の予定利率上昇は、最低積立基準額の減少につながる

こととなる。仮にＤＣ移行やＤＢ終了などを検討している場合、その移行残高・資産配分の

算定基礎として使用される最低積立基準額が制度変更の施行時期の先延ばしにより減少し

てしまうこととなり、望ましくない。 

当該予定利率については、その目的に照らして超長期のリスクフリーレートとして 30 年
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国債の利回りを勘案することとされているわけだが、そうであれば、＜掛金算定に用いる

予定利率への影響＞と同様に、例えば「過去 5 年間に適用された予定利率（現行定義）の

範囲から労使合意により選択」することとしてはどうか。あるいは、最低積立基準額そのも

のの定義を見直し、要支給額そのものとするなど予定利率によらないものとすることも一

案と考える。 

 

②ＤＣ制度について 

我が国ではまだまだ投資（教育）について馴染みがあるとは言えない状況であり、ＤＣ加

入時に「とりあえず」元本確保型の運用方法を採用している者も一定数いることが想定さ

れる。この場合、物価上昇により実質的な老後所得の確保につながらない可能性がある。事

業主による投資教育の中で、単なる運用リスクに関する説明に留まるのではなく、物価上

昇や長寿化といった社会環境の変化への対応を踏まえたリスク・運用商品の説明内容を取

り込むといった、運営面の拡充が考えられる。ＤＢでは、制度設計において物価や金利が給

付額に反映されていない場合、加入者自身では物価や金利上昇リスクに対応できないが、

ＤＣに関しては、加入者自身で運用商品を選択できることを生かし、特定の運用商品選択

によりこういった上記のＤＢでは補いきれない物価上昇・金利上昇リスクをヘッジし、年

金制度一体で必要なリスクに備えていくことが望ましいと考える。 

 

③公的年金について 

公的年金には、給付額が物価変動により上下する仕組みがすでにあるため、物価変動に

対する老後の所得保障機能は公的年金に一任することが考えられる。一方で、設問（ア）の

ように賃金変動により必ずしも物価スライドが発動するわけではない。また、マクロ経済

スライドによる減少も発生し得る。この点に関しては、当初の年金改正のときには賃金上

昇が物価上昇を下回ることはあまり想定されていなかった可能性もある。少なくとも足下

の社会情勢については、賃金上昇を上回るスピードで物価上昇が起こっており、物価上昇

リスクを十分に補い切れていないと考える。 

ただ、現在のスライドの仕組みそのものは長期的に見て公的年金財政が安定するよう設

計されたものであり、上記の足下の社会情勢だけを踏まえて単に「賃金上昇率によらず物

価変動率に応じて変動させる」ように改正することは必ずしも適切ではなく、当改正には、

現在の社会情勢が特異なものなのか、一般的に起こりうることなのかを慎重に検討したう

えで判断する必要があると考える。公的年金に関しては、抜本的な改正を頻繁に行うこと

は現実的ではないため、足下の社会情勢を踏まえつつ、当初想定していない事象に対して

は、例えば時限的な手当をしていき、制度の持続可能性を高めていくことが望ましいと考

える。 

 

以上 


